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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第55期

第２四半期累計期間
第56期

第２四半期累計期間
第55期

会計期間
自　2022年１月１日
至　2022年６月30日

自　2023年１月１日
至　2023年６月30日

自　2022年１月１日
至　2022年12月31日

売上高 （千円） 6,492,154 5,511,388 11,994,881

経常利益 （千円） 1,171,520 1,077,703 1,975,303

四半期（当期）純利益 （千円） 726,803 596,121 1,272,137

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － －

資本金 （千円） 798,288 798,288 798,288

発行済株式総数 （株） 5,815,294 5,815,294 5,815,294

純資産額 （千円） 8,412,966 9,212,541 8,918,523

総資産額 （千円） 11,479,073 11,639,923 11,880,969

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 126.28 105.02 220.99

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 50.00

自己資本比率 （％） 73.3 79.2 75.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 968,719 445,364 1,588,243

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △198,117 25,371 △252,457

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △299,716 △462,258 △403,674

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 3,623,856 4,093,560 4,085,083

 

回次
第55期

第２四半期会計期間
第56期

第２四半期会計期間

会計期間
自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2023年４月１日
至　2023年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 59.36 55.37

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等について

は、記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。
 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の分析

　当第２四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症に対する行動制限が緩和され、ウィズ

コロナ政策への転換により経済活動の正常化に向けて動き始めました。しかしながら、ロシアによるウクライナ侵

攻の長期化に伴う資源価格やエネルギー価格の高騰、また世界的な金融不安などもあり、依然として先行き不透明

な状況が続いております。

　フォーム印刷業界におきましては、コロナ禍の中でテレワークやオンライン会議が日常化するなどビジネススタ

イルの変化により電子化ペーパレス化にも一段と拍車がかかりました。また原材料価格やエネルギー価格の高騰も

あり、厳しい経営環境が続いております。

　このような情勢の中、前期に引き続き新型コロナワクチン接種や給付金関係をはじめとする公的需要の取り込み

に注力するとともに、原材料価格やエネルギー価格の高騰のもと製品価格の見直しを進めてまいりました。この結

果、売上高5,511百万円（前年同四半期比15.1％減）、営業利益1,048百万円（前年同四半期比10.7％減）、経常利

益1,077百万円（前年同四半期比8.0％減）、四半期純利益596百万円（前年同四半期比18.0％減）となりました。

　なお、売上状況につきましては、ビジネスフォーム1,422百万円（前年同四半期比13.0％減）、一般帳票類797百

万円（前年同四半期比2.4％減）、データプリント及び関連加工3,164百万円（前年同四半期比19.0％減）、サプラ

イ商品126百万円（前年同四半期比6.5％減）となっております。
 

(2）財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べて241百万円減少し、11,639百万円となりまし

た。資産の部においては、流動資産が241百万円減少し5,853百万円、固定資産が0百万円増加し5,786百万円となり

ました。また、負債の部においては、流動負債が546百万円減少し2,003百万円、固定負債が11百万円増加し423百

万円となりました。この結果、純資産の部においては、294百万円増加し9,212百万円となり、自己資本比率が

79.2％となりました。
 

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ

8百万円増加し、4,093百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は445百万円（前年同四半期は968百万円の獲得）となりました。これは主として税

引前四半期純利益869百万円、減価償却費123百万円、売上債権の減少額151百万円、独占禁止法関連損失219百万

円、法人税等の支払額401百万円及び独占禁止法関連支払額219百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は25百万円（前年同四半期は198百万円の使用）となりました。これは主として有

価証券の償還による収入91百万円、投資有価証券の売却による収入46百万円、敷金及び保証金の差入による支出40

百万円、投資有価証券の取得による支出39百万円及び有形固定資産の取得による支出27百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は462百万円（前年同四半期は299百万円の使用）となりました。これは主として配

当金の支払287百万円、自己株式の取得による支出99百万円及びリース債務の返済による支出74百万円によるもの

であります。
 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。
 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。
 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,400,000

計 15,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2023年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,815,294 5,815,294
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 5,815,294 5,815,294 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年４月１日～

2023年６月30日
－ 5,815,294 － 798,288 － 600,052
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（５）【大株主の状況】

  2023年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株
式を除く。）の総数
に対する所有株式数

の割合（％）

内外カーボンインキ㈱ 大阪府高槻市上土室６丁目17－１ 550 9.75

村上　文江 東京都中野区 255 4.52

光ビジネスフォーム従業員持株会 東京都新宿区西新宿２丁目６－１ 183 3.24

瀬戸　政春 東京都杉並区 174 3.08

エム・ビー・エス㈱ 東京都中央区新川１丁目24－１ 141 2.51

㈱日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－12 130 2.30

㈱ミヤコシ 千葉県習志野市津田沼１丁目13－５ 122 2.17

キヤノンプロダクションプリン

ティングシステムズ㈱
東京都港区港南２丁目13－29 100 1.77

フジ日本精糖㈱ 東京都中央区日本橋兜町６－７ 100 1.77

大王製紙㈱ 愛媛県四国中央市三島紙屋町２－60 80 1.41

計 － 1,836 32.56

（注）当社は、自己株式176千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 176,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,623,800 56,238 －

単元未満株式 普通株式 14,794 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  5,815,294 － －

総株主の議決権  － 56,238 －

（注）　単元未満株式には当社所有の自己株式17株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

光ビジネスフォーム

株式会社

東京都八王子市

東浅川町553番地
176,700 － 176,700 3.04

計 － 176,700 － 176,700 3.04
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

専務取締役
管理本部長兼
経営企画室長

常務取締役
管理本部長兼
経営企画室長

大宮　健 2023年４月１日

常務取締役
営業本部長

取締役
営業本部長

水野　晴仁 2023年４月１日
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2023年４月１日から2023年６

月30日まで）及び第２四半期累計期間（2023年１月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について有

限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 

EDINET提出書類

光ビジネスフォーム株式会社(E00708)

四半期報告書

 7/16



１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2022年12月31日)
当第２四半期会計期間
(2023年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,085,083 4,093,560

受取手形及び売掛金 ※ 1,364,045 1,212,161

有価証券 40,173 70,537

製品 183,315 185,806

仕掛品 21,213 19,709

原材料 36,174 39,327

その他 365,134 232,666

貸倒引当金 △748 △651

流動資産合計 6,094,390 5,853,117

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,062,872 1,049,269

機械及び装置（純額） 56,457 60,352

土地 2,504,345 2,504,345

その他（純額） 358,360 293,067

有形固定資産合計 3,982,035 3,907,035

無形固定資産 32,799 28,593

投資その他の資産   

投資有価証券 1,019,215 1,030,866

その他 759,528 827,310

貸倒引当金 △7,000 △7,000

投資その他の資産合計 1,771,744 1,851,176

固定資産合計 5,786,579 5,786,805

資産合計 11,880,969 11,639,923

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,180,309 1,151,586

未払法人税等 432,728 262,260

賞与引当金 119,963 71,102

役員賞与引当金 28,000 9,800

その他 788,829 508,657

流動負債合計 2,549,830 2,003,406

固定負債   

資産除去債務 28,967 29,267

その他 383,647 394,707

固定負債合計 412,615 423,975

負債合計 2,962,446 2,427,381

純資産の部   

株主資本   

資本金 798,288 798,288

資本剰余金 605,850 600,829

利益剰余金 7,392,670 7,701,076

自己株式 △34,163 △124,512

株主資本合計 8,762,645 8,975,682

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 155,877 236,858

評価・換算差額等合計 155,877 236,858

純資産合計 8,918,523 9,212,541

負債純資産合計 11,880,969 11,639,923
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(2)【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

売上高 6,492,154 5,511,388

売上原価 4,568,568 3,720,551

売上総利益 1,923,585 1,790,837

販売費及び一般管理費 ※１ 749,583 ※１ 742,001

営業利益 1,174,002 1,048,835

営業外収益   

受取利息 1,279 2,436

受取配当金 11,079 12,565

受取保険金 3,114 13,000

受取賃貸料 944 924

複合金融商品評価益 － 525

有価証券償還益 573 3,570

役員報酬返上益 1,365 －

雑収入 3,304 3,242

営業外収益合計 21,660 36,265

営業外費用   

支払利息 6,232 3,872

固定資産除却損 655 431

複合金融商品評価損 8,865 －

支払手数料 － 923

有価証券償還損 － 650

貸倒引当金繰入額 4,800 －

雑損失 3,587 1,519

営業外費用合計 24,141 7,397

経常利益 1,171,520 1,077,703

特別利益   

投資有価証券売却益 － 19,581

その他 39 －

特別利益合計 39 19,581

特別損失   

固定資産除却損 － 8,113

投資有価証券評価損 3,752 －

独占禁止法関連損失 109,107 ※２ 219,633

特別損失合計 112,859 227,747

税引前四半期純利益 1,058,701 869,537

法人税、住民税及び事業税 324,894 238,624

法人税等調整額 7,003 34,791

法人税等合計 331,897 273,416

四半期純利益 726,803 596,121
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 1,058,701 869,537

減価償却費 147,114 123,933

独占禁止法関連損失 109,107 219,633

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,850 △18,200

賞与引当金の増減額（△は減少） △476 △48,860

受取利息及び受取配当金 △12,359 △15,002

支払利息 6,232 3,872

有価証券償還損益（△は益） △573 △2,919

固定資産除売却損益（△は益） 655 8,545

投資有価証券売却損益（△は益） － △19,581

投資有価証券評価損益（△は益） 3,752 －

売上債権の増減額（△は増加） △224,550 151,883

棚卸資産の増減額（△は増加） 9,900 △4,139

仕入債務の増減額（△は減少） 315,977 △28,723

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,672 △145,441

その他 33,396 △51,906

小計 1,423,354 1,042,632

利息及び配当金の受取額 12,359 15,002

利息の支払額 △6,232 △3,872

法人税等の支払額 △297,049 △401,764

独占禁止法関連支払額 △166,827 △219,633

その他 3,114 13,000

営業活動によるキャッシュ・フロー 968,719 445,364

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △60,953 △27,755

無形固定資産の取得による支出 △3,846 △2,435

有価証券の償還による収入 30,930 91,104

投資有価証券の取得による支出 △161,104 △39,112

投資有価証券の売却による収入 － 46,134

敷金及び保証金の差入による支出 － △40,033

その他 △3,143 △2,531

投資活動によるキャッシュ・フロー △198,117 25,371

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △98,452 △74,562

配当金の支払額 △201,240 △287,715

自己株式の取得による支出 △23 △99,980

財務活動によるキャッシュ・フロー △299,716 △462,258

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 470,884 8,477

現金及び現金同等物の期首残高 3,152,971 4,085,083

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,623,856 ※ 4,093,560
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価

算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することといたしました。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

　当社は2022年３月３日に公正取引委員会より日本年金機構（以下「機構」）が発注する帳票の作成及び発送準

備業務に関する独占禁止法に基づく排除措置命令及び課徴金納付命令（以下「本件排除措置命令等」）を受けた

ことに関し、機構より2023年３月１日付の「損害賠償請求書」を受領し、損害賠償請求額195,672千円及び当該請

求に係る遅延損害金の請求を受けました。当社といたしましては、請求内容を精査しました結果、2023年４月７日

開催の取締役会において、機構からの請求額を支払うことを決議しました。

　なお、遅延損害金を含めた219,633千円を2023年４月10日に支払済みであります。

 

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理

　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理は、手形交換日又は決済日をもって決済処理し

ております。なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の前事業年度末日満期手形及び電子

記録債権が前事業年度末残高に含まれております。また、電子記録債権は重要性が乏しいため、貸借対照表

上「受取手形」に含めて表示しております。

 
前事業年度

（2022年12月31日）
当第２四半期会計期間
（2023年６月30日）

受取手形 8,669千円 －千円

電子記録債権 6,459 －

 

（四半期損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前第２四半期累計期間
（自 2022年１月１日

　　至 2022年６月30日）

　当第２四半期累計期間
（自 2023年１月１日

　　至 2023年６月30日）

給与手当 329,764千円 304,180千円

賞与引当金繰入額 28,560 16,947

役員賞与引当金繰入額 8,150 9,800

 

※２　独占禁止法関連損失

　公正取引委員会より独占禁止法第３条違反により、排除措置命令及び課徴金納付命令を受けたことに伴

い、日本年金機構より受けた損害賠償請求及び当該請求に係る遅延損害金の合計219,633千円を特別損失に

計上しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自 2022年１月１日
至 2022年６月30日）

当第２四半期累計期間
（自 2023年１月１日
至 2023年６月30日）

現金及び預金 3,623,856千円 4,093,560千円

現金及び現金同等物 3,623,856 4,093,560
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月30日

定時株主総会
普通株式 201,240千円 35.00円 2021年12月31日 2022年３月31日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月30日

定時株主総会
普通株式 287,715千円 50.00円 2022年12月31日 2023年３月31日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

　関連会社を有していないため、該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、印刷関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　前第２四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

製品区分 金額（千円）

ビジネスフォーム 1,634,193

一般帳票類 817,193

データプリント及び関連加工 3,905,010

サプライ商品 135,756

顧客との契約から生じる収益 6,492,154

その他の収益 －

外部顧客への売上高 6,492,154

 

　　当第２四半期累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

製品区分 金額（千円）

ビジネスフォーム 1,422,135

一般帳票類 797,961

データプリント及び関連加工 3,164,318

サプライ商品 126,972

顧客との契約から生じる収益 5,511,388

その他の収益 －

外部顧客への売上高 5,511,388
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 126円28銭 105円02銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 726,803 596,121

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 726,803 596,121

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,755 5,676

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　（自己株式の取得）

　当社は、2023年８月７日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行して資本効率の向上を図るため、及び株主還元策の

一環として自己株式を取得するものであります。

 

２．取得に係る事項の内容

(１) 取得対象株式の種類　　　当社普通株式

(２) 取得し得る株式の総数　　80,000株（上限）

　　　　　　　　　　　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.41％）

(３) 株式の取得価額の総額　　50,000,000円（上限）

(４) 取得期間　　　　　　　　2023年８月14日～2023年12月22日

(５) 取得方法　　　　　　　　株式会社東京証券取引所における市場買付

 

２【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

光ビジネスフォーム株式会社(E00708)

四半期報告書

13/16



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

 

  2023年８月９日

光ビジネスフォーム株式会社   

取　締　役　会　　　御　中   

 

 有限責任監査法人トーマツ

 東　京　事　務　所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 三　　澤　　幸 之 助

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 會　　澤　　正　　志

 

 

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている光
ビジネスフォーム株式会社の2023年1月1日から2023年12月31日までの第56期事業年度の第2四半期会計期
間（2023年4月1日から2023年6月30日まで）及び第2四半期累計期間（2023年1月1日から2023年6月30日ま
で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フ
ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、光ビジネスフォーム株式会社の2023年6月30
日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの
状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レ
ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して
四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作
成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立
の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ
ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その
他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表におい
て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表
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示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場
合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査
人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務
諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注
記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レ
ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 

(注) １　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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